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　生命科学の急速な発展と社会に与える影響の著しい
拡大により，一般社会にとっても，生命科学研究がよ
り身近なものになっている．また，研究は多額の公的
資金によって支えられており，薬理学を含む生命科学
研究の推進において社会の支持が不可欠の要素となっ
ている．
　一方，動物を用いた研究は薬理学の発展に大きな役
割を果たして来たし，今後もその意義が失われること
はないと考える．しかし，動物実験については，社会
に様々な考え方が存在することも事実である．薬理学
研究が社会に受け入れられるためには，科学的・倫理
的に適正な動物実験を行う環境を醸成し，実施するこ
とが不可欠である．
　そこで，日本薬理学会では「動物実験ガイドライン
の策定に関する勧告」（昭和 55 年 11 月 5 日　総学庶
第 1513 号日本学術会議会長）および「大学等におけ
る動物実験について（通知）」（昭和 62 年 5 月 25 日　
文学情第 141 号文部省学術国際局長）に定められてい
る事項のほか，日本薬理学会員（以下，会員という）
が動物実験を計画，実施する際に，遵守すべき基本的
事項を定め，平成 4年と 13 年に「動物実験に関する
日本薬理学会指針」を学会員に通知し，科学的，倫理
的観点から適正な実験動物の飼養と動物実験の実施に
努めてきた．一方，動物福祉への社会の関心が更に高
まり，平成 17 年 6 月 15 日に「動物の愛護及び管理に
関する法律（動愛法）」が改正され，動物実験に関す
る 3Rの原則＊の尊重が盛り込まれた．また，平成 18
年 4 月 28 日に「実験動物の飼育及び保管並びに苦痛
の軽減に関する基準（環境省告示第 88 号）」が，平成
18 年 6 月 1 日に「研究機関等における動物実験等の
実施に関する基本指針（文部科学省告示　第 71 号）」，
「厚生労働省の所管する動物実験等の実施に関する基
本指針（厚生労働省通知　科発 0601002 号）」，並びに
日本学術会議から「動物実験の適正な実施に向けたガ
イドライン」が示されたことなど，わが国内外の動向
も鑑み，指針を刷新することとした．
　日本薬理学会は本指針に従った動物実験が行われる
ことを期待するとともに，これに反する研究の成果は
本会の刊行する学術雑誌から排除する所存である．
　なお，遺伝子組換え動物に関しては，自然界への拡
散を防止するため，「遺伝子組換え生物等の使用等の
規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成
15 年法律第 97 号）」ならびに「遺伝子組換え生物等
の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法
律施行規則（平成 15 年財務・文部科学・厚生労働・
農林水産・経済産業・環境省令第 1号）」が定められ
ているが，これらの規制に関わる事項は対象外とした．

＊：充分な倫理的配慮を行った上，科学上の利用の目

的を達する事が出来る範囲において，動物に与える苦

痛を最小限にし（refi nement），動物使用数を削減し
（reduction），また，動物を用いない代替法がある場
合にはそれを利用すること（replacement）．

1.　目的
　この指針は，大学およびその他の研究機関において
行われる薬理学研究のための動物実験を計画し，実施
する際に遵守すべき事項を示すことにより，科学的に
はもとより，動物福祉の観点からも適正な動物実験の
実施を促すことを目的とする．

2.　適用範囲
　この指針は，会員によって行なわれる実験動物＊を
用いるすべての動物実験に適用されるものとする．

＊：考慮の対象とする実験動物の範囲は基本的に生命

を有する脊椎動物とその胚であるが，無脊椎動物が含

まれることもある．また，これら以外も本指針を参考

にする．

3.　基本原則
　会員は「動物が命あるものであることにかんがみ，
何人も動物をみだりに殺し，傷つけ，又は苦しめるこ
とのないようにするのみでなく，人と動物の共生に配
慮しつつ，その習性を考慮して適正に取り扱うように
しなければならない」という動愛法第 2条に示された
基本原則を深く胸に刻み，ここに定められた事項を遵
守するよう努めるとともに，動物実験に対する社会の
動向や規制の移り変わりに留意し，常に適切な動物実
験を実施するよう努めなくてはならない．
　会員はヘルシンキ宣言のヒトを対象とする医学研究
の倫理的原則（2002 年追加）第 12 項に示された「研
究に使用される動物の健康を維持し，または生育を助
けるためにも配慮」や動愛法に示された動物実験に関
する 3Rの原則を尊重しなくてはならない．
　薬理学研究を行う研究機関の責任者は，動物が適正
に飼養され，適正な動物実験が行われるよう，施設を
整備するとともに，研究機関毎の動物実験指針を策定
し，研究者を教育しなければならない．また，動物実
験委員会を設置し，研究機関内で行われる動物実験の
法令や機関の定めた指針への適合性や科学的・倫理的
妥当性を審査させるとともに，動物実験の実施結果の
報告を受け，必要に応じて適正な動物実験実施のため
の改善措置をとらなければならない．
　本指針の目的を達成することは，会員のみの努力で
は困難である．研究機関の責任者や実験動物の専門家
等の協力を得るよう努めなければならない．

4.　具体的な指針
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1）実験者
　動物実験を行おうとする研究者は動物実験を行うに
際しての法令や規制・基準，倫理，麻酔法，鎮痛法，
動物実験代替法についての教育，また，動物実験手技
について訓練を受けていなければならない．
2）動物実験委員会
　会員の属する研究機関においては，平成 18 年 6 月
1 日に示された文部科学省および厚生労働省の動物実
験の実施に関する基本指針により，動物実験委員会を
設置しなければならない．この委員会は動物実験が関
係法令や機関の定めた指針に従い，科学的かつ倫理的
に実施されるために動物実験計画を審査し，必要な助
言を与え，また，適正な実施の監視を行う組織である．
委員会は倫理的かつ科学的に妥当な動物実験を行う上
で必要な知識と経験を有する実験動物の専門家，動物
実験に関して優れた識見を有する者，その他必要と思
われる者によって構成しなければならない．
3）動物実験の場所
　動物実験は，動物実験委員会が承認した，適正に整
備，管理された施設において，必要な設備のもとで行
なわなければならない．
4）実験動物の飼育と管理
　実験動物の入荷の際の検疫とその後の飼養について
は，そのための専門的な知識を有する動物管理責任者
の協力を得て，適切な実験動物を確保すべきである．
　動物実験の際の実験動物の取り扱いにあたっては，
実験者自身も実験動物の生理，生態，習性ならびに飼
育，管理方法に関する知識をもたなければならないが，
それらの知識を十分にもつ専門家の助言を得ることも
重要である．疾患モデル動物の作成や使用の場合にお
いても同様である．
5）実験計画の立案
　動物実験計画の立案にあたっては，動物を用いない
で，その研究目的を達成できる代替法の有無を考慮し
なければならない．動物を用いる場合は，適正な動物
種や系統を選択し，使用動物数と動物に与える苦痛を
必要最小限にとどめるよう，実験方法についての十分
な配慮が必要である．また，適切な飼育環境（ケージ
の大きさ，収容動物数，温湿度，照明など）のもとに
実験が実施できるよう実験計画を立案しなければなら
ない．
　なお，実験計画は研究機関内の動物実験委員会によ
る審査と承認を受けなければならない．
6）実験実施上の配慮
　動物実験は動物実験に熟達した者により，あるいは
その指導のもとに行うべきである．また，動愛法およ
び関連する規制・基準を遵守し，動物福祉の立場から，
動物の不安や苦痛を，極力軽減するように努めなけれ
ばならない．この際，国立大学法人動物実験施設協議
会，NIHあるいは OECDの作成した安全性試験にお
ける人道的な指標に関するガイドラインが良い参考と
なる．
　実験終了後の動物の取り扱いについては，「実験動

物の飼養及び保管等に関する基準」（昭和 55 年 3 月
27 日 総理府告示第 6号　平成 14 年 5 月 28 日一部改
正）に従い，動物をすみやかに苦痛から解放するよう
に努めなければならない．実験途中であっても，研究
目的達成上不適切な強い苦痛が現れた場合には，動物
をすみやかに苦痛から解放するように努めなければな
らない．
　安楽死の方法については，国立大学法人動物実験施
設協議会（2004）や日本獣医師会の解説（2000）を参
照されたい．
　動物実験および本指針遵守に関わる記録は適切に保
管されなければならない．
7）安全管理上の配慮
　物理的，化学的に注意を要する試料，または病原体
を用いた動物実験を実施する場合には，施設管理者と
協力し，一般留意事項，関係規則等を遵守して，安全
の確保および環境汚染の防止のため十分な処置を講じ
なければならない．

5.　その他
　この指針に示されていない必要事項については，会
員の所属する研究機関における動物実験に関する諸規
定，および「大学等における動物実験について（通知）」
（昭和 62 年 5 月 25 日 文学情第 141 号 文部省学術国際
局長）を遵守するものとする．
　日本学術会議第 7部は 2004 年に「動物実験・施設
の第三者評価機構の設置について」の提言を行ってお
り，動物の飼育や管理，また，動物実験が適正に行わ
れていることについて，第三者による認証を得ること
も考慮しておく必要がある．
　なお，動愛法の改正に伴い，文部科学省において動
物実験指針の検討が始まった．それが完成した場合に
おいては，必要に応じて本指針も改正しなければなら
ない．
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